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動画広告事業等の
更なる成長の拡大

対前期比

約12%増

売上高

将来の成長に向けて
人材・事業投資を強化 

対前期比

約1.7%増

営業利益

新社長就任（予定）ご挨拶
取 締役 野 口 哲 也

2017年10月27日付にて代表取締役社長就任予定となりました野口哲也
と申します。株主の皆様へ、ここに謹んでご報告申し上げます。今後
社業の発展に全力を尽くす所存です。何卒、前任者同様格別のご指導
ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。まずは略儀ながら書中にて
ご挨拶申し上げます。

■　次期の見通し

売上高と営業利益の推移

7億円
18億円

31億円

59億円

100億円

150億円 147億円 156億円

175億円

売上高 営業利益

第1期 第2期 第3期 第4期 第5期 第6期 第7期 第8期 第9期 第10期 第11期
（予想）

10億円

18億円

27億円

21億円
23億円

24億円

過去最高売上高を計画

マーケティングを通して人々の
生活に貢献する企業へ

代表取締役社長 田中 俊彦

平素は、格別のご支援を賜り、心より厚くお礼申し上げます。
当社グループは、新しい技術を創造し多くの人が満足する

サービスを提供し続けることを経営理念とし、日本を中心に世
界で貢献できる企業体を目指しております。

2007年の設立当初より、フィーチャーフォンの広告配信から
スタートし、現在のスマートフォンに至るまで、多様な配信方
法によるインターネット広告事業を進め、国内最大規模まで拡
大することができました。そして、今後さらに成長が見込まれ
る動画広告事業「maio」の展開や広告事業で培った技術を活かし
たふるさと納税事業「ふるなび」の開始と、独自サービスの展開
もスタートしております。

今後も時代の波を捉え、ベンチャーマインドを忘れず、事業
として成長性のあるマーケットに積極的に挑戦し続け、そこか
ら広く社会へ貢献できる企業を目指しながら、業績の向上及び
経営基盤の強化に努め、当社グループの企業価値向上に努力を
重ねてまいる所存です。

株主・投資家の皆様におかれましては、引き続き、一層のご
支援ご鞭撻を賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。

■ 社長ご挨拶 Top Message ■ 成長の軌跡 History of Growth
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マーケティングを通して人々の生活に貢献する

アドプラットフォーム事業

ふるさと納税事業通信販売事業

海外事業

インターネット広告代理事業

人材紹介事業

POINT 1 POINT 2 POINT 3

過去最高売上高にて着地
動画広告事業、ふるさと納税事業
及びアフィリエイト事業が牽引

売上高、営業利益、当期純利益
すべてにおいて業績予想を上回る

■　決算のポイント

■　業績

15,688売上高 百万円（  6.4%　）17,561百万円（11.9%　）

2,359営業利益 百万円（  9.9%　） 2,400百万円（  1.7%　）

1,539当期純利益 百万円（  7.8%　） 1,594百万円（  3.6%　）

2017年7月期（実績） 2018年7月期（計画）

2016.7 2017.7 2018.7
（予想）

売上高（百万円）

14,749
15,688

17,561

2016.7 2017.7 2018.7
（予想）

営業利益（百万円）

2,146
2,359 2,400

2016.7 2017.7 2018.7
（予想）

当期純利益（百万円）

1,427
1,539

1,594

■ ビジョン ■ 決算ハイライトVision Financial Highlight
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ふるさと納税専門サイト

■「ふるさと納税」とは？

■「ふるなびプレミアム」とは？

■ ふるなびの特徴

？？

ふるさと納税をもっと身近に、より便利に
当社は、ふるさと納税専門サイト「ふるなび」を運営しており、
ふるさと納税を通じて、頑張る地域を応援しています。

ふるさと納税専門サイト「ふるなび」では
⽇本で唯一、面倒なふるさと納税の手続きを
すべて無料で代行しております。

（2017年9⽉現在）
お客様専任の“ふるさと納税コンシェルジュ”が

ふるさと納税の寄附プランのご提案からお申込みまで一括代行いたします。

返礼品カテゴリー数

119 No.1

　ふるさと納税とは、応援したい好きな自治体へ寄
附をする仕組みのことです。寄附をすると、寄附金
の使い道を選べ、地域に貢献することができます。
さらに、地域の特産物が寄附の返礼品として貰え、
寄附金が税金から控除される制度です。まだ寄附
をしたことがないという方も、地域を応援して、ふ
るさと納税の魅力を感じてみませんか？

　ふるさと納税のプロフェッショナルが、人気の肉や魚介類、米、フルーツ、旅行で使える感謝券など、多数ある返礼品の中
から魅力的なものだけを厳選。その中から、専任コンシェルジュがご希望・ご要望にあわせて本当にお得な寄附プランを完全
無料でご提案いたします。年収2,000万円以上の方限定の、プレミアムサービスです。

有効期限なし＆ポイント即日発効！
返礼品をお店でプロの味でお楽しみ頂けます。

お電話からもお気軽にお問い合わせください。 TEL 03-6674-5604  受付：平日10:00〜18:30（土日祝祭日を除く）

よく聞くこれらのお悩みを“ふるさと納税コンシェルジュ”がすべて解決します！

自治体

詳細はP7〜P8をご参照

詳細はP6をご参照

手数料無料＆電話1本で完結！
年収2,000万円以上の方限定のふるさと納税
代行サービスです。

申込フォームまたは
お電話でご連絡を！

お客様のご要望を
お聞かせください！

お客様のご要望に合ったプランを
ご提案。ご寄附まで代行いたします！1 2 3

〈 ふるさと納税の流れ 〉

30,000円

2,000円を超える部分が控除の対象
手間が掛かって
寄附申請が面倒

寄附したいけれど
方法が分からない

どの自治体に寄附
したら良いか悩む

年末、自分で寄附
する時間がない

ご
利
用
簡
単
3
ス
テ
ッ
プ

■ 成長事業紹介 Topics 1

寄附をする

返礼品が貰える30,000円を
寄附した場合
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■「ふるなびグルメポイント」とは？

　「ふるなびグルメポイント」は、｢ふるさと納税を通じて自治体の誇る名産品をもっと身近に体験して頂きたい」という思い
から生まれた、新しい形の体験型ふるさと納税です。「ふるなび」より、ふるなびグルメポイント提携自治体※にふるさと納税

（寄附）を行うと、寄附金額に応じたグルメポイントが付与されます。取得したグルメポイントは提携店舗でご利用頂けます。
※提携自治体は4つ。明和町、池田町、古河市、山口市になります。

現在、「東京」「大阪」「名古屋」を拠点に、全国で約100店舗と提携しております。
「ふるなびグルメポイント」のwebページ上では、より多くのお店をご紹介しております。

詳しくは裏表紙をご参照ください。

ポイントのご利用方法

「ふるなび」にて
「ふるなびグルメポイント」
を入手。

希望の店舗・コースを
直接電話予約。

予約が確定したら
「ふるなびグルメポイント」
サイトでポイント申請。

予約当⽇、
お食事をお楽しみ
ください。

1 2 3 4

従来のふるさと納税 ふるなびグルメポイント

ふるさと納税
20,000 円

ふるさと納税
20,000 円

3 割程度の返礼品
ふるなびグルメポイント

6,000pt

築地さとう / 東銀座
（明和町ポイント）

東
　
京

大
　
阪

名
古
屋

江戸菊 / 本町
（明和町ポイント）

代官山 貴真 / 代官山
（山口市ポイント）

ステーキ 徳川 / 今池
（明和町ポイント）

Restaurant Perfumes/ 五反田
（山口市ポイント）

京しずく / 恵比寿
（明和町ポイント）

旬草 Hide/ ⽇本橋
（池田町ポイント）

旬彩 神楽家 / 久屋大通
（池田町ポイント）

THE APOLLO/ 銀座
（池田町ポイント）

ブザンソン / 福島
（山口市ポイント）

YAKINIKU DAICHI ROPPONGI/ 六本木
（古河市ポイント）

Bistro de Chez Arita/ 久屋大通
（山口市ポイント）

ふるなびグルメポイントをご利用頂ける店舗の一部ご紹介

「ふるなびグルメポイント」とは、返礼品をお届けする代わりに、
ポイントを利用して有名店でお食事が出来る「ふるなび限定」のサービスです。

返礼品をお届けする代わりに、
ポイントを利用して有名店でお食事が出来る

「ふるなび限定」のサービスです。

提携している
店舗でご利用

頂けます

提携店舗

約100店舗
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maio事業部部長　堀口正男

株式状況　（2017年7月31日現在） 所有者別株式数分布状況

所有者数別株主数分布状況

発行可能株式総数 87,000,000 株

発行済株式の総数 22,153,800 株

株主数 7,317 名

大株主（上位10名）
株主名 持株数（千株） 持株比率（％）

田中俊彦 8,050 37.90

野口哲也 7,730 36.39

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 759 3.58

株式会社ＳＢＩ証券 220 1.04

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 183 0.86

ＢＡＲＣＬＡＹＳ ＢＡＮＫ ＰＬＣ A／C ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＧＲ
ＥＧＡＴＥＤ Ａ／Ｃ ＰＢ ＣＡＹＭＡＮ ＣＬＩＥＮＴＳ 160 0.75

CHASE MANHATTAN BANK GTS
CLIENTS ACCOUNT ESCROW 156 0.74

GMOクリック証券株式会社 153 0.72

NOMURA PB NOMINEES LIMITED
A／C CPB30072 482276 150 0.71

楽天証券株式会社 110 0.52

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所マザーズ

事 業 年 度 毎年8月1日から翌年7月31日まで

定 時 株 主 総 会 毎事業年度の末日の翌日から3ヶ月以内

基 準 日 毎年7月31日

剰余金の配当の基準日 毎年1月31日、毎年7月31日

1 単 元 の 株 式 数 100株

株 主 名 簿 管 理 人 みずほ信託銀行株式会社
東京都中央区八重洲一丁目2番1号

事 務 取 扱 場 所 東京都中央区八重洲一丁目2番1号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部

郵 便 物 送 付 先
および電話照会先

〒168-8507 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社 証券代行部
電話：0120-282-324（フリーダイヤル）

取 次 所 みずほ信託銀行株式会社 全国各支店

公 告 掲 載 方 法 電子公告により行います。
公告掲載URL：http://www.i-mobile.co.jp/
やむを得ない事由により電子公告ができない場合は、
日本経済新聞に掲載して行います。

株主メモ Shareholder Information

スマートフォンアプリに特化した動画広告事業「maio」

リリースより2年足らずで国内において業界No.1規模! 対前期比約4.5倍!
■ 売上高推移 ■ 「maio」が選ばれる理由

自己株式
（4.12%）

自己株式
（0.01%）

証券会社
（2.50%）

証券会社
（0.37%）

外国法人等
（4.50%）

外国法人等
（0.46%）

その他国内法人
（0.61%）

金融機関
（4.32%）

その他国内法人
（1.14%）

金融機関
（0.08%）

個人その他
（83.95%）

個人その他
（97.94%）2016.7 2017.7

4.5
約

倍

国内において、「ほぼ毎日」動画視聴をしている人は4人に1人（※1）です。
このような環境のもと、2017年スマートフォン向け動画広告市場は対前年比
115%増の895億円（※2）となっており、現在、「maio」はその市場成長率を上回る
成長を続けています。さらに動画広告市場は2020年には成長率およそ210%の
1,883億円（※2）と大幅な成長が予測されています。

「maio」は、このような成長可能性の高い動画広告市場の先行者としてサービス
の提供を開始したことに独自の強みが加わり、急成長をしてきました。
今後は、メディア運営者様との一体化及びユーザー様へのメリットの拡張化を
実現し、多様な顧客から必要とされる存在となるべく、更なる成長を目指して
まいります。

多様な顧客ニーズを掴む存在へ

（注）持株比率は、自己株式（913,800株）を控除して計算しております。

フルスクリーンでの配信

視聴完了課金型

アクティブユーザーの多いアプリ中心の
ネットワークを構築

※1 「博報堂ＤＹグループ・スマートデバイス・ビジネスセンター調査（2014年）」より
※2 市場規模に関しては、「オンラインビデオ総研／デジタルインファクト調べ（2016年）」より

スマートフォンアプリを束ねた
動画アドネットワークとして国内最大級

■ 成長事業紹介 ■ 株式状況Topics 2 Stock Information

■　現場の声



株式会社アイモバイル
東京都渋谷区桜丘町 22 番 14 号 N.E.S.ビル N 棟 2 階

会社概要　（2017年7月31日現在） 沿　革

役　員　（2017年7月31日現在）

会 社 名 株式会社アイモバイル（i-mobile Co.,Ltd.）

代 表 取 締 役 社 長 田中　俊彦

本 店 所 在 地 東京都渋谷区桜丘町22番14号 N.E.S.ビルN棟 2階

設 立 2007年8月17日

資 本 金 9,800万円

従 業 員 数 連結223名

事 業 内 容 アドネットワーク事業、動画広告事業（maio）、
アフィリエイト事業、ふるさと納税事業（ふるなび）、
コンテンツ事業、代理店事業、DSP事業、通販事業 等

代表取締役社長 田 中 　 俊 彦
代表取締役副社長 溝 田 　 吉 倫
取 締 役 野 口 　 哲 也
取 締 役 冨 重 　 眞 栄
取 締 役 ( 社 外 ) 田 中 　 邦 裕 
常勤監査役(社外) 久 保 　 　 聖
監 査 役 ( 社 外 ) 石 本 　 忠 次
監 査 役 ( 社 外 ) 髙 木 　 　 明

2007 年  8 月 株式会社アイモバイル設立

2007 年  9 月 モバイルアドネットワーク「i-mobile」リリース

2011 年   1 月 「i-mobile for PC」リリース

2011 年  4 月 「i-mobile for SP」リリース

2013 年  3 月 アフィリエイト事業部発足
成果報酬型サービス「i-mobile for AF」リリース

2013 年  8 月 コンテンツ事業部・代理店事業部 発足

2014 年  5 月 関西支社 設立

2014 年  6 月 株式会社サイバーコンサルタントを 100% 子会社化

2014 年  7 月 ふるさと納税専門サイト「ふるなび」オープン

2014 年 10月 初の海外支社「i-movad,Inc.」を
米国サンフランシスコに設立

2015 年  3 月 九州支社 設立

2015 年  8 月 DSP 事業を目的とした子会社「株式会社 Evory」を設立

2015 年  9 月 動画広告サービス「maio」リリース

2015 年 11月 「ふるなびプレミアム」を開始

2016 年 10月 東京証券取引所マザーズ市場に上場

2016 年 12月 デジタルサイネージアドネットワーク「SCEEN」リリース

■　ふるなびホームページのご紹介

ふるなびプレミアム
https://furunavi.jp/premium/

ふるなび
https://furunavi.jp

ふるなびプレミアムふるなび

会員登録なしでも納税ができます。

■ 会社概要 Corporate Profile

検 索 検 索
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